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粕屋町シティプロモーション推進業務 

仕様書 

 

1. 業務名称 

粕屋町シティプロモーション推進業務 

 

2. 業務目的 

本町は令和５年度を「市制対策のスタート元年」と位置づけ、将来の市制施行に向け

たシティプロモーションに取り組むことで、町の認知の獲得とイメージアップを図り、

一定の成果を得ることができた。３年間の取組の成果を受け、令和８年度を始期とする

第６次粕屋町総合計画（総合戦略）では、まちの将来像として「選ばれるまち ずっと

住みたくなる場所 かすや」、その中核となる施策（重点プロジェクト）として「町の

ブランド力を向上させます」、取組として「情報交流人口の増加」、「関係人口の創出・

拡大」、「選ばれるまちを目指した都市ブランドの確立」を掲げており、最終目標（KGI）

として福岡都市圏内における社会増減数の均衡を設定している。 

第６次総合計画の取組指針である、データとロジックモデルによって、Well-beingの

実現につながることが説明できるシティプロモーションを実施し、町民の愛着や誇り

を育み、町外からの関心や憧れを高めることを目的に、総合戦略で掲げる最終目標（KGI）

の達成につながる取組を推し進める。 

 

3. 委託期間 

令和８年４月１日から令和 11年３月 31日まで 

 

4. 業務内容 

本町が設定するターゲット及び成果指標（KPI）を意識し、次の業務を実施するこ

と。 

✓ ターゲット（ペルソナ） 

【町内居住者】 

 子育て中心、地域参加への入口にいる層 

 居住歴長め、より地域参加を強めたい層 

【町外居住者】 

 単身世帯、情報交流や地域のイベントなどに興味がある層 

 子育て世帯、都会の利便性と子育て環境の両方を享受したい層 

✓ 成果指標（KPI） 

 修正地域参画総量指標（mGAP）の向上 

 シティプロモーションアワードへのエントリー 

(1) 調査・分析業務 

シティプロモーションの取組効果を測るための KPIとして、「修正地域参画総

量指標 (mGAP=modified Gross Area Participation)」を導入し、本業務の実施
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前後の達成度を測るための調査や分析を実施すること。また、受託者の独自提案

として、mGAP以外の定量的な指標により個別業務の達成度や状況を具体的に評

価・測定できる調査を実施し、半期ごとに町に報告書を提出すること。 

(2) 「情報交流人口の増加」のための取組 

情報交流人口増加のための取組として、継続性のあるメディアプロモーション

を実施すること。取組例として以下を想定しているが、受託者の独自提案による

ものも可能とする。 

（取組例） 

 粕屋町公式 SNS（Instagram, YouTube）のショート動画の企画・制作 

（年間 10～20本、２クール程度） 

 企業やエンタメコンテンツなどとコラボする「自治体コラボ」 

(3) 「関係人口の創出・拡大」のための取組 

 関係人口の創出・拡大のための取組として、「まちのファン・推しづくり」に

関する取組を実施すること。取組例として以下を想定しているが、受託者の独自

提案によるものも可能とする。 

（取組例） 

 かすたまちゃん（グッズ）の戦略的展開 

 かすたまちゃんを活用した交流イベントの実施 

(4) 「選ばれるまちを目指した都市ブランドの確立」のための取組 

 選ばれるまちを目指した都市ブランドの確立の取組として、「ほかの都市・地

域との差別化を図るブランディング」に関する取組を実施すること。取組例とし

て以下を想定しているが、受託者の独自提案によるものも可能とする。 

（取組例） 

 ブランディングサイトや PRツールの企画・制作 

 ふるさと納税を活用した地域の魅力のブランド化 

(5) 著作権、肖像権その他権利に関する調整 

 メディアやコンテンツ等に関する権利関連の処理・調整を行うこと。 

 

5. 業務の注意点 

 業務の実施にあたっては、以下の事項に従って実施すること。 

 ターゲット層が興味を持つテーマ、コンテンツを選定すること。 

 目的やターゲット層を意識し、効果的な企画を行うこと。 

 トレンドを意識し、かつタイムリーな配信ができるよう考慮すること。 

 インフルエンサー等の起用を行う際は、フォロワー数１万人以上とすること。 

 宗教、政治、営利目的等のほか、本町のマイナスイメージにつながる題材を取

り上げないこと。 

 映像・写真・原画・音楽などの使用の際は、肖像・意匠・商標・著作などの権

利に関する処理を確実に行うこと。またオリジナルデザインの作成・使用に当

たっては、類似のものがないか注意すること。 
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 動画等コンテンツを成果物として納品する場合、追加料金なく最低２年間、製

作素材の使用ができることとし、著作権は、本町に帰属するものとする。 

 ＰＲ活動に資するため、本町の判断で、全部又は一部を利用・加工できるもの

とし、第三者にも使用させることができるものとする。 

 適宜、本町と協議を行い、業務を遂行すること。 

 

6. 成果品 

(1) 紙媒体については原本を提出すること。 

(2) 公式 SNS等で活用できるコンテンツが提供可能な場合は、２次利用可能であるこ

とを条件に、画像・映像データ等を提出すること。 

 

7. 業務履行にあたっての留意事項 

(1) 本仕様書に定める事項に疑義が生じた場合、又は本仕様書に定めのない事項で協

議の必要がある場合は、受託者は本町と協議を行うこと。 

(2) 本仕様書に記載の事項について、その目的及び効果に関して優れた代替方法等を

発案したときは、その発案に基づき、本町と受託者により協議の上、仕様を変更

することができる。 


